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援助ドナー国および貿易相手国であり、また主要な安全保障パートナーであるオーストラリアは、南太平洋地域 特にメラネシア（パプアニュ ギニア［ＰＮＧ］ 、ソロモン諸島、フィジー、バヌアツから成る）において、独占的な影響力を保持してきた。しかし 近年、南太平洋をとりまく国際関係は大きく変わりつつある。その最たるものが中国の進出である。中国の進出は、南太平洋島嶼国 パートナーの新たな選択肢を与えるとともに、メラネシアにおいてオーストラリアが独占的に影響力行使する いう構図を崩壊させた。援助、投資、貿易や軍事などあらゆる面で中国 南太平洋島嶼国関係強化が進んでおり、当然のことながらこれは の影響力拡大に繋がり、それにともないオース
れる。二〇〇六年四月に開催された第一回中国・太平洋島嶼国経済開発フォーラムにおいて、中国は三億八三〇〇万ＵＳドルの開発援助（三年間で供与）の実施と、太平洋島嶼国が抱える対 債務の放棄を発表した。ま 、二〇一三年一一月に開催された第二回フォーラムにおいて、中国は二〇億ＵＳドルの援助計画（四年間で供与）を発表した。二〇〇六年の第一回フォーラムで示した援助は太平洋島嶼地域における台湾との外交競争がその背景にみられたが、台湾との外交休戦が結ばれ 二〇 八年以降、つまり二〇一三年の第回フォーラムでの援助 は、オーストラリアおよびニュージーランドを中心とする南太平洋 現行秩序に対する中国の戦略的意図（挑戦）が少なからずみて取れる。　
フォーラムで発表された援助以
外にも、中国は太平洋島嶼国に多くの援助プログラムを実施している。二〇〇六～一一年の間に、外交関係を持つ島嶼八カ （ミクロネシア連邦、サモア クック諸島、ニウエ、トンガ、フィジー、バヌアツ、ＰＮＧ）に対して八億五〇〇〇万ＵＳドルの援助が行われた（参考文献⑤、三五〇ページ） 。また、中国の海外援助白書によると、二〇一〇～一二年の間に太平洋島嶼国に対して六億五〇〇万ＵＳドルの援助が行われた（参考文献⑩、三五〇ページ） 。この二つの数値は、中国 島嶼国援助が近年増加傾向にあることをよく示している。　
ローンの償還期間などの契約条




































のこうした制裁は、フィジー 民政復帰を促す効果を全く持たなかった （参考文献③） 。それどころか、民政復帰を迫るオーストラリアからのプレッシャーは、オーストラリアとフィジーの関係を大きく悪化させた。さらに、フィジーを孤立させよう するオ ストラリア、ニュージーランド、アメリカなどのアプローチは、フィジーと諸外国とが新たな協調関係を構築しかつ発展させやすい環境を作 こととなり、とりわけフィジー 中国との関係強化を生みだした。　
ハンソン（参考文献⑦）による
と、中 の対フィジー援助は二〇〇五年の一〇〇万ＵＳドル、二〇〇六年の二三〇〇万ＵＳドルから、
クーデター後の二〇〇七年には一億六〇〇〇万ＵＳドルにまで跳ね上がった。また、二〇〇五年の中国の対フィジ 援助額が二五万ＵＳドル、二 七年が二億九三〇〇万ＵＳドルといっ データもある（参考文献②） 中国政府が正式な援助額を公表して ないため、様々なデータがあるが、ずれにせよ中国の対フィジー援助が二〇〇六年以降急激に増加したことは間違いない。また、二〇〇六年のクーデター以降、バイニマラマ首相およびナイラティカウ大統領の訪中、習近平副主席のフィジー訪問をはじめハイランクの相互訪問が頻繁に行われている。　
こうした結果、フィジー政府は、
「我々の主権を尊重してくれる中国はいつもフィ の友人である」 （参考文献⑥） 、 「フィジー中国という友人がいる限りオーストラリアは必要ない」 （参考文献⑧、七ページ）というような「親中」「離豪」の考えを示すようになった。つまり、圧力によって民政復帰を要求するオーストラリアの対フィジー政策は、フィジーにおける中国の影響力拡大、オーストラリアの影響力低下を作 出した。　
二〇一三年九月にフィジー新憲
法が公布されて以降、オーストラリアはフィジーとの関係改善へ向けて本格的に動き出した。そして、二〇一四年三月末には渡航制裁を解除し、総選挙後の二〇一四年一〇月末にすべ の制裁を解除した。しかしながら フィジー おけるオーストラリアの影響力回復はうまく進んでい いようである。オーストラリアの価値観への追従の要求、それにともない八年間に渡って実施されてきた制裁、こうしたオーストラリアの外交スタンスが、フィジーとの関係 重大 禍根を残したことは間違いない。　
また、オーストラリアの対島嶼



















ＲＡＭＳＩは、 「法と秩序の回復」 「政府機能の回復」 「経済ガバナンスの改善と経済成長」の三つの柱から成っている。　
政府機能の回復、経済ガバナン
スの改善へ向け、 ＭＳＩは約八〇人のアドバイザー（大多数がオーストラリア人）を財務省や司法部門などの主要ポジションに配置した。これは財政の安定化 税務管理の改善および政府機能の改善をもたらしたとして一定 評価を得ている（参考文献⑨） 。しかし他方で、外国人アドバイザーをソロモン諸島政府機関の主要ポジションに配置するといった手段は「新植民地主義」の考えによるものであるとして強い反発を招いており、 「ＲＡＭＳＩにおけるオーストラリアとソロモン諸島との関係は、支配者―被支配者である」（参考文献①）といった批判を生んでいる。実際、政府の主要な意思決定および行政実務はＲＡＭＳ










ソロモン諸島に対するオーストラリアの政策の根本は同じであり、オーストラリアの価値観に沿っ国家建設をオーストラリアのやり方で推し進めるというものである。これまでも 圧制的政策に対する島嶼国からの反発は強くみられ、オーストラリアと島嶼国の関係 入り込むスペースは作られていたが、そこに入り込むプレイヤーが存在しなかった。島嶼国におけるオーストラリアの影響力が独占的であった状況下は、反発がその影響力の低下につながることは考え くかった。しかし、新興経済勢力が出現そして台頭し、島嶼国がパートナーを選択できる現在の国際情 において、圧制的政策の実施 島嶼地域における新興国の勢力拡大、さらにオ
23　　アジ研ワールド・トレンド No.244（2016. 2）
特集：岐路に立つオーストラリアの対島嶼国外交  
ーストラリアの影響力低下に繋がる。実際、中国がスペースに入り込み、オーストラリアへの依存体質からの脱却を考えていた島嶼国は中国との関係を強化し、南太平洋地域におけ オ影響力 低下しつつある。特にフィジーにおける中国 影響力拡大はすでに顕著であり、オーストラリアはＰＮＧおよびソロモン諸島がフィジー化するのを防がな ればならない。また、フィジーにおける影響力の回復も急務となっている。　
新興経済勢力の出現、競争的な




















 小川和美「ＲＡＭＳＩ展開以後のソロモン諸島の政局――対オーストラリア関係を中心に」（ 『パシフィックウェイ』一二九号、二〇〇七年） 。
②
 黒崎岳大「太平洋環境共同体に向けて――日本の大洋州島嶼国外交の経緯と課題」 （塩田光喜編『グローバル化のオセアニア』アジア経済研究所、二 一〇年） 。
③
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